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教育〈講座教育社会学第 9 巻〉』（1956 年、東洋館出版社）、全国へき地教育研究連盟（以下、全へき連）が中






























































翌年、1952 年 7 月 2 日から 3 日間、北海道帯広市と周辺 7 町村で第 1 回「全国単級複式教育研究大












きは 1952（昭和 27）年 8 月に松浦秀雄委員長が上京し、へき振法制定に関する決議文と要望書を文部大
臣、国会などに提出したのが始まりであった。その後役員を中心として何度も東京に足を運び、へき
振法制定の請願書の提出やへき地の教育環境整備を訴え続けた。法制定に向けて教育現場からは
13,000 を超える資料と 4,000 の請願書が提出された。 
1983（昭和 58）年 7 月 1 日には「全国へき地教育振興促進期成会」（全へき振）が設立された。これも




こうした動きの中で、1953（昭和 28）年の第 16 回（特別）国会において、「へき地教育振興に関する決




















作業を進めた。そして、1954（昭和 29）年 3 月初めの某日、夜通し作業が進められ、早朝 6 時に法案が
定められることとなった（25）。 
1954 年 4 月 2 日、へき振法案は国会に上程された。それまでの陳情等の運動によってへき地教育に
対する関心と理解が深まっていたことも影響して審議は問題なく進行し、5 月 21 日に国会を通過、6




























図表 1  へき地指定小・中学校の推移 
 











図表 3 合計点数と級地の関係 
準級地 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 















































へき地級の算定はおおよそ 6 年にごとに行われる（へき振法第 13 条）。各地域の実態に合うよう、学校
のへき地級を見直すためである。また、算定基準はおおよそ 10 年ごとに見直されるのが通例である。 
へき地の見直しは、1954（昭和 29）年にへき振法が制定されて以降、4 回のへき地級地基準改定と 7
回のへき地級見直しが行われている。へき地級地基準は上述のようにへき振法施行規則に定められて
いるが、これまでのへき地基準の改定を見ると、概ね次頁図表 4 の様な変遷をたどっている。前述し













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2014 年度の小規模特認校の総数は 444 校（小：365 校、中：75 校）であり、門脇による約 10 年前の 2003
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（21） 当時渡辺氏によって読み上げられた決議文においては「第 1 回全国単級複式教育研究大会におい
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Basic research on concept, legal, and reality of “remote education” 
 
● 英文要約 
The objective of this study was to organize past research studies on remote education in order to 
extract their arguments. This will serve as basic research on remote education, a topic that is once 
again garnering attention as a research subject as schools continue to experience a decline in the 
number of children as well as smaller class sizes. Areas of focus in this study include historical 
research on the concept of “remote rural area,” research on the legislation related to remote 
education, and research on the practical application of remote area education. 
Achieving equal opportunity education in remote areas is always a consideration in the 
background of rural education research, and it is tied to legislation. It was implemented as an 
educational practice that addresses changes in social conditions. However, this study found that it 
is difficult to set uniform standards on what educational conditions should entail, and that 
examinations based on specific social conditions and localities need to be conducted. 
 
